[bookmark: _GoBack]別記様式第14号（第14条関係）

年　　月　　日

御嵩町長　宛て
　　　　　　　　　　　　　　　申請者　団体の本拠地　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　－　　　　－　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　

御嵩町まちづくり活動等実績報告書

　　　　　年　　月　　日付け　　　第　　　号で交付決定のあった補助金について、御嵩町まちづくり活動等応援補助金交付事業実施要綱第13条の規定により、次のとおり実績を報告します。

１　事業名称　　　　　　

２　事業種別　　　　　　スタートアップ事業
　　　　　　　　　　　　まちづくり活動事業（　　　年目）
　　　　　　　　　　　　まちづくり推進イベント事業
　　　　　　　　　　　　まちづくり施設等整備事業

３　事業期間　　　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

４　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

５　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　円

６　補助金交付済額　　　　　　　　　　　　　円

７　添付書類　　　　　　□　領収書等の写し
　　　　　　　　　　　　□　活動時の写真等活動状況がわかる書類
　　　　　　　　　　　　□　工事完成図書　□　完成写真
　　　　　　　　　　　　□　その他町長が必要と認める書類
　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

実績調書
	団体の名称
	

	事業期間
	

	活動の実績
	

	活動の成果等
	

	反省点・課題等
	

	今後の取組（予定）
	


備考　１　活動状況等についてできる限り詳細に記入すること。
　　　２　まちづくり施設等整備事業は、整備により効能が増したこと、活用状況等に関して記入すること。
　
収支決算書
（スタートアップ事業・まちづくり活動事業・まちづくり推進イベント事業）
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	決算額
	予算額
	比較
	摘要

	町補助金
	
	
	
	

	他の補助金等
	
	
	
	

	事業収入
	
	
	
	

	寄附金・協賛金
	
	
	
	

	その他（　　　　　　）
	
	
	
	

	自己財源
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


２　支出の部
	区分
	決算額
	予算額
	比較
	摘要

	賃金
	
	
	
	

	報償費
	
	
	
	

	旅費・交通費
	
	
	
	

	食糧費
	
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	

	使用料・賃借料
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	

	その他（　　　　　　　）
	
	
	
	

	補助対象事業費
	
	
	
	

	対象外経費（　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	総事業費
	
	
	
	


備考　１　補助対象事業に係る額を記入すること。
　　　２　対象外経費の欄が不足する場合は、詳細を説明する別紙を添付すること。
　　　３　団体の総会資料、決算報告書等がある場合は添付すること。
収支決算書（　　　年度）
（まちづくり施設等整備事業）
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	区分
	決算額
	予算額
	比較
	摘要

	町補助金
	
	
	
	

	他の補助金等
	
	
	
	

	事業収入
	
	
	
	

	寄附金・協賛金
	
	
	
	

	その他（　　　　　　）
	
	
	
	

	自己財源
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


２　支出の部
	区分
	予算額
	決算額
	比較
	摘要

	設計費
	
	
	
	

	工事費
	
	
	
	

	監理費
	
	
	
	

	補助対象事業費
	
	
	
	

	対象外経費（　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	（　　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	総事業費
	
	
	
	


備考　１　補助対象事業に係る額を記入すること。
　　　２　対象外経費の欄が不足する場合は、詳細を説明する別紙を添付すること。

